
アルテンジャパン株式会社 派遣事業における運営情報提供 

 

 

「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」第 23条第 5項に基づき下記
の情報を公開します。 

 

 

１．令和 8年 6月 1日付 派遣労働者数 

 

茨城本社     68人 

いわき事業所   18人 

水戸事業所    33人 

北茨城事業所     9人 

仙台事業所    86人 

土浦事業所    18人 

小山オフィス    0人 

高崎事業所     26人 

柏事業所      17人 

宇都宮事業所     60人 

郡山事業所       0人 

新潟オフィス     2人 

東京本社     248人 

名古屋事業所   204人 

横浜事業所     62人 

盛岡オフィス    14人 

 

 

２．派遣先事業所数 

 

茨城本社     15事業所 

いわき事業所    4事業所 

水戸事業所    13事業所 

北茨城事業所    3事業所 

仙台事業所    32事業所 

土浦事業所     9事業所 

小山オフィス    0事業所 

高崎事業所     7事業所 

柏事業所      6事業所 

宇都宮事業所    6事業所 

郡山事業所     0事業所 

新潟オフィス    1事業所 



東京本社     116事業所 

名古屋事業所   60事業所 

横浜事業所    32事業所 

盛岡オフィス     5事業所 

 

 

３．労働者派遣に関する料金額の平均額 1日 8時間当たり 

 

茨城本社     36,496円 

いわき事業所   34,762円 

水戸事業所    35,086円 

北茨城事業所   32,261円 

仙台事業所    32,119円 

土浦事業所    35,825円 

小山オフィス   -      円 

高崎事業所    35,515円 

柏事業所     36,085円 

宇都宮事業所   33,331円 

郡山事業所    -      円 

新潟オフィス   30,724円 

東京本社     28,710円 

名古屋事業所   29,968円 

横浜事業所    28,769円 

盛岡オフィス    22,952円 

 

  

４．派遣労働者の賃金の額の平均額 1日 8時間当たり 

 

茨城本社     17,230円 

いわき事業所   17,057円 

水戸事業所    18,265円 

北茨城事業所   16,546円 

仙台事業所    16,958円 

土浦事業所    18,813円 

小山オフィス   -      円 

高崎事業所    17,028円 

柏事業所     17,122円 

宇都宮事業所   16,363円 

郡山事業所    -      円 

新潟オフィス   15,198円 

東京本社     17,916円 

名古屋事業所   16,449円 



横浜事業所    16,716円 

盛岡オフィス   14,308円 

 

 

５．マージン率 

 

茨城本社     52.8％ 

いわき事業所   50.9% 

水戸事業所    47.9% 

北茨城事業所   48.7% 

仙台事業所     47.2 % 

土浦事業所    47.5% 

小山オフィス   -   % 

高崎事業所    52.1% 

柏事業所     52.6% 

宇都宮事業所   50.9% 

郡山事業所    -   % 

新潟オフィス   50.5% 

東京本社     37.6% 

名古屋事業所   45.1% 

横浜事業所    41.9% 

盛岡オフィス   37.7% 
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※厚生労働省 HPより         

６．派遣労働者のキャリア形成支援制度に関する事項 

 

・新卒社員へのビジネスマナー研修 

  ・オンラインでの研修利用制度 

  ・各部研修の利用制度 

３ ― ４ 
計算式 × １００  



  ・各種資格取得支援制度 

７．その他労働者派遣事業の業務に関し参考となる事項 

   

  ・社会保険完備（雇用保険、労働保険、健康保険、介護保険、厚生年金保険） 

  ・年次有給休暇、特別休暇、慶弔休暇、育児・介護休業制度 

  ・寮、社宅制度 

 

８．派遣労働者の待遇の決定に係る労使協定を締結しているか否かの別 

 締結している 

  ・協定労働者の範囲    専門的・技術的職業 

  ・協定書の有効期間終期  令和９年３月３１日 

 

 


